
項 ⾴番号 項 ⽬ 意⾒・質問等 理由 回答

1 6
2.2⽤語の定義(28)SOBO-
WEB

「ISUT-SITEと同等以上の機能を具備する予定」と記述がありますが、基本設計で整理された
機能に加えて今後新たな機能を追加するいう認識で宜しいでしょうか。新規機能についてはR6
年度以降に随時追加していく想定で宜しいでしょうか。

貴府要求内容の明確化のため。
現在のISUT-SITEに実装されている機能と、これまでの
設計書に記載の機能を基本とし、原則として追加はあり
ませんが、軽微な機能の追加は想定します。

2 7
2.2⽤語の定義(35)データ処
理層

「⼊電したデータを実際に処理する部分。⼀部機能は内閣府（防災担当）の内製を想定してい
る。」と記載されておりますが、具体的な機能内容や内製部分の範囲を、もう少し仕様書上で
も明確化頂きますよう、ご検討お願い致します。

現在の記述ですと、「⼀部機能」の範囲に各社認識相違
が出てしまい、想定⾒積規模に齟齬が⽣じると懸念され
るため。

本システムの特性上、運⽤開始後に内閣府（防災担当）
が開発を⾏うことが想定されるため、その実現性を確認
する意味でも、⼀部機能を内製開発する必要がありま
す。⼀⽅で、その内容や範囲などは技術等提案で提案い
ただきたく思います。

3 7
2.2⽤語の定義(35)データ処
理層

下記は「次期総合防災情報システム」の誤記と思われるため念のためご確認お願い致します。
「次期総合防砂情報システムで、⼊電したデータを実際に処理する部分。」

ご指摘の通り修正いたします。

4 7 (35) データ処理層
「次期総合防砂情報システムで」と記載があるが「次期総合防
災情報システムで」の誤りかと思いますので、修正をお願いし
ます。

誤記かと思いますので修正をお願いします。 項番３をご参照ください。

5 8
3.総合防災情報システムと
次期システムの概要

下記資料について、⼊札参加者にも閲覧させて頂くことは可能でしょうか。
「次期総合防災情報システム 要件定義・基本設計・詳細設計業務」「地震被害早期評価機能 
要件定義・基本設計業務」の要件定義書・基本設計書・詳細設計書

本業務の⼊札にあたり、左記ドキュメントを確認するこ
とにより、短期間でのR4年度実施の各種設計書⾒直しと
詳細設計を実現することが出来ると考えます。

資料貸与申請をいただければ、閲覧および貸与は可能で
す。

6 9
4.業務の⽅針(3)詳細設計書
の作成⽅針

「地震被害早期評価機能、津波被害早期評価機能および部隊派遣ツールとの連携について連携
が適切な形で設計されている」との記述がありますが、本業務受注者には上記機能が搭載され
ている各連携システムの各設計書等、提供頂ける想定でしょうか。

本業務の⼊札にあたり、左記ドキュメントを確認するこ
とにより、短期間でのR4年度実施の各種設計書⾒直しと
詳細設計を実現することが出来ると考えます。

受注後に必要な資料については、協議のうえ内閣府（防
災担当）が認めたものについて、提供することは可能で
す。

7 9
4.業務の⽅針(3)詳細設計書
の作成⽅針

下記資料について、⼊札参加者にも閲覧させて頂くことは可能でしょうか。
「ガバメントクラウド利⽤マニュアル群（2022年12⽉）」

本業務の⼊札にあたり、左記ドキュメントを確認するこ
とにより、短期間でのR4年度実施の各種設計書⾒直しと
詳細設計を実現することが出来ると考えます。

資料貸与申請をいただければ、閲覧および貸与は可能で
す。なお、秘密保持契約が必要です。

8 9
（３）詳細設計書の作成⽅
針

システム全体の設計⽅針や、採⽤するミドルウェア、ソフトウェアはデジタル庁の⽅針に極⼒
従うこと」との記載がございますが、ここでいうデジタル庁の⽅針については、具体的に本調
達仕様書に記載お願いします。

本業務を進める上での基本⽅針であれば、内容を具体的
に記載すべきと考えます。

具体的な内容を記載すると内容が煩雑となるため、詳細
はお問い合わせください。なお、ガバメントクラウドに
ついては、「ガバメントクラウド利⽤マニュアル群
（2022年12⽉）」にも記載があります。

9 9
4 業務の⽅針
(３)詳細設計書の作成⽅針

「vi.システム全体の設計⽅針や、採⽤するミドルウェア、ソフトウェアはデジタル庁の⽅針に
極⼒従うこと。従うことが困難な場合には、内閣府（防災担当）に説明し、その記録を残すこ
と。」
との記載がありますが、⽅針について、参考とすべきドキュメントがあれば可能な範囲で仕様
書上明記頂きたく存じます。また、事業者側で提案すべき項⽬であればそのような記載にして
頂きたく、ご検討お願いします。

デジタル庁の⽅針に沿っているか否かを甲⼄間で認識統
⼀するため。

項番８をご参照ください。

10 10
4.業務の⽅針(4)効率的な環
境構築および開発の⽅針

「資産管理ツールを⽤いて」と記載ありますが、具体的なツールは貴府より受注者へ指⽰があ
るのでしょうか。想定されるツールについてご教⽰頂くことは可能でしょうか。

貴府要求内容の明確化のため、可能であれば⽤語の定義
に追記も含めご検討お願い致します。

資産管理ツールの導⼊を必須とするものではありません
ので、記載の修正をいたします。

11 10、16 4(4)ⅳ6.1(11)

4 (４) iv「プログラミング開発においては、ドキュメント作成とテストコードの開発を同時に
⾏うことを徹底し、漫然とした開発とならないようにすること。」6.1 （１１）詳細設計書、
作業経緯、開発プログラム、ドキュメント、保守マニュアル、⼀般利⽤者マニュアル、管理者
マニュアル、残存課題等を確実に⽂書化すること。」4 (４) ivのドキュメントは、詳細設計書
でしょうか？それとも、詳細設計書ではなく、テストコード⽤のドキュメントのことでしょう
か？

⾒積⼯数に影響があるため。
４（４）に記載のドキュメントは、開発コードの内容に
対するドキュメントであり、⼀般的なドキュメントを指
しません。紛らわしいため、修正いたします。

12 10
4業務の⽅針(5)並⾏運⽤を
考慮した設計・構築の⽅針

ⅲ.にて「現⾏システムおよびSIP4Dは令和5年度のうちに連接が完了しデータが届くようにな
るため」と記載ありますが、これは現⾏システムの運⽤・保守事業者が次期総合防災情報シス
テムに対して接続のための改修を令和5年度に実施する認識で宜しいでしょうか。可能であれば
改修完了の時期(⽬安)をご教⽰頂けないでしょうか。

現⾏システムとの接続は、現⾏システムの改修を今年度
に⾏い、次期システムの体制が整い次第接続を⾏う予定
です。

13 10
4業務の⽅針(5)並⾏運⽤を
考慮した設計・構築の⽅針

下記の記述がございますが、末尾に「但し、現⾏システム及び現⾏SIP4Dの保守費⽤は本調達
の範囲外とする」等を追記ご検討お願い致します。
「ⅳ並⾏運⽤期間中は本システムの利⽤がメインとなることが可能な状態であることを原則と
しつつも、現⾏システム、現⾏SIP4Dも制限なく利⽤可能な状態を維持できるようにするこ
と。」

現在の記述ですと、現⾏システムの構築事業者、運⽤・
保守事業者以外は対応が難しいため。(本業務にて、現⾏
システム、現⾏SIP4Dも制限なく利⽤可能な状態を維持
できるよう保守すること事までが要求されているように
も解釈出来てしまうため)

ご指摘の通り修正いたします。



14 10
(５)並⾏運⽤を考慮した設
計・構築の⽅針iii.

下記の下線部は誤記と思われますので、削除をご検討願います。
「ⅲ… SOBO-WEB に表⽰できるようにすること。こと。」 ご指摘の通り修正いたします。

15 10

(5)並⾏運⽤を考慮した設
計・構築
の⽅針
iii.

「現⾏システムおよび SIP4D は令和5年度のうちに連接が完了しデータが届くようになるた
め、それらをすべて正常にSOBO-WEB に表⽰できるようにすること。こ と。」と記載がある
が最後の「こ と。」は重複してますので、削除をお願いします。

誤記かと思いますので修正をお願いします。 項番１４をご参照ください。

16 10
(5)並⾏運⽤を考慮した設
計・構築の⽅針iii.

「現⾏システムおよび SIP4D は令和5年度のうちに連接が完了しデータが届くようになるた
め、それらをすべて正常にSOBO-WEB に表⽰できるようにすること。」とあるが、接続⽅式
について明⽰いただきたい。

SIP4Dとの連節の⽅式やデータの内容によって詳細設計
の⼯数およびSOBO-WEBの構築作業の内容が⼤幅に変わ
る恐れがある。連節の⽅式および、SOBO-WEBにて表⽰
されたい内容を例⽰いただくのが良いと思います。

接続⽅式については、HTTP(S)または(S)FTPを想定して
いますが、確定ではないため明⽰は致しかねます。

17 10
(5)並⾏運⽤を考慮した設
計・構築の⽅針

「連接先機関、システムが効率的に次期総合防災情報システムへの切り替えが⾏えるような設
計を⾏うこと。」との記載がありますが、約100機関の既存連携先について次期システムへの
単なる繋ぎ変えでなく、受信する情報の拡充や関係機関の状況に応じて接続先の⾒直しを⾏う
ことと想定しておりますが、本業務では上記の調整⽀援も含まれると考えてよろしいでしょう
か。

⾒積⼯数に影響があるため。

現状は、切り替え期間を令和6年4⽉から12⽉の9か⽉を
想定しているため、単純な接続先の切り替えを想定して
います。ただし、システム更新と重なっているなど、個
別の事情がある場合は、その限りではありません。その
場合において技術的な調整や個別の連携テストを⾏う必
要があると考えます。

18 11
5(ウ)次期総合防災情報シス
テム詳細設計・構築業務
（本業務）

「必要に応じてシステム構築に必要な上流⼯程の⾒直しを実施し内閣府（防災担当）及び防災
科研と協議の上で、追加や修正を⾏うものとする。」との記載がございますが、仕様書P9 4(3)
ⅰによると、令和４年度実施の詳細設計書を網羅的に⾒直しし、修正が必要と考える事項につ
いて内閣府（防災担当）と協議を⾏うこと。との記載がございます。
令和4年度分の詳細設計含む上流⼯程⾒直しには防災科研との協議が必須となるのか否か確認
させて頂くようお願い致します。

前提条件の明確化のため。

上流⼯程の納品物に対する修正は内閣府（防災担当）と
の協議のうえ⾏います。また、内容次第では防災科研と
の協議も必要となります。
明確になるように表現を修正します。

19 12
5 総合防災情報システム更
改以降に必要な業務

(オ) 次期総合防災情報システム機器等保守⽀援業務
(カ) 次期総合防災情報システム保守・運⽤業務
上記のとおり記載がございますが、本業務においてはミドルウェアやソフトウェア、ネット
ワーク機器の保守費は、構築業務が完了する1年分のサポート契約のみ考慮し、2年⽬以降の費
⽤は本調達の対象外という理解でよろしいでしょうか。 

⾒積精度の向上のため。

本業務においては、令和5年度末までの費⽤を想定しま
すが、調達するミドルウェアやソフトウェア等の選定は
サポート期間等が下流の保守業務に⽀障がないようなも
のを想定します。
仕様書の記載を修正します。

20 12 6.1 本業務の実施内容
6.1 本業務の実施内容に、移⾏業務の記載が含まれておりませんが、本業務で対象外とであれ
ば良いですが、本業務の対象であれば具体的な移⾏対象及び役割分担について記載をお願いし
ます。

移⾏が本業務の対象かどうかどうの仕様が曖昧であるた
め。

現⾏から次期への移⾏業務については、本業務の対象外
ですが、現⾏システムから引き継がれるデータの受け取
り後の作業及び並⾏運⽤期間中のデータ共有は本業務の
範囲となります。

21 12
6 本業務の実施概要
6.1 本業務の実施内容

以下を追記いただけますでしょうか。
「現⾏事業者によって作成された成果物等の参照が必要な場合等、請負者が本調達の実施にお
いて現⾏事業者もしくは本調達の関連事業者からの協⼒が必要になる場合、または関連機関等
への問い合わせ等が必要になる場合で内閣府の紹介等が必要になる場合は、内閣府に協⼒を依
頼し対応すること。」

本調達は新システムの要件定義、基本設計に応じて、新
たにシステムを構築するものと理解しています。⼀⽅
で、仮に現⾏事業者によって作成された成果物等の参照
な必要な場合等が⽣じる場合が考えられます。そうした
場合に、協⼒関係を前提とすることをより明確にするた
めに、左記の記載を加えることが望ましいと考えます。

ご指摘の通り修正いたします。

22 12 (２)詳細設計業務

「次期総合防災情報システム基本設計書に基づき、各機能の外部仕様、具体的なデータ構造等
の設計を⾏い、詳細設計の結果を、詳細設計書としてまとめる。」とありますが、昨年度実施
済みの次期総合防災情報システム要件定義・基本設計・詳細設計業務の引継ぎ事項（昨年度の
関係機関調整を踏まえた連携先機関との調整、機能の実現において最適なソフトウェア及び
サービスを選定した上での実装⽅式検討、データ特性に応じた処理⽅式検討等）についても漏
れなく実施するとの認識で宜しいでしょうか。

⾒積⼯数に影響するため ご認識の通りです。



23 13 6 本業務の実施概要

本事業で構築する環境について
「デジタル庁から開発環境⽤のガバメントクラウドの払い出しが⾏われる。これについては、
デジタル庁の担当の指⽰に従うこと。」との記載がございますが、本調達において整備を⾏う
環境について確認をさせて頂きたく存じます。本番環境の他に以下が仕様書に記載されており
ます。

・プロトタイプ
・評価（検証）環境
・開発環境
・受⼊テスト環境

①プロトタイプは本事業において構築対象外という理解でよろしいでしょうか。
②開発環境、評価（検証）環境、受⼊テスト環境について、各環境の要求仕様について明記い
ただけないでしょうか。
（例：機能要件としては、実装機能や連携先システムの定義など。⾮機能要件としては、実装
対象の環境（オンプレも含むのか）や冗⻑構成の要否、監視やセキュリティ等要件、保守対象
かなど。）

⾒積精度の向上のため。

①について、ご認識の通りです。
②について、各環境は本番環境と同等またはそれぞれの
環境に要する仕様を満たすものを想定します。開発環境
や評価環境に本番環境と同等のセキュリティ要件や冗⻑
構成は要求しませんが、受⼊テストとして冗⻑構成が機
能することは必要と考えます。なお、クラウド環境は開
発環境および評価環境もガバメントクラウドの払い出し
の中に含まれますが、オンプレミス環境においては内閣
府（防災担当）と協議のうえ本番環境以外の各環境の構
築が必要と考えます。

24 13

6本業務の実施概要6.1本業
務の実施内容(4)クラウド環
境構築・オンプレミス機器
設定

オンボーディングツールの利⽤について記述ありますが、本業務の開発開始時より使⽤できる
認識で宜しいでしょうか。利⽤するオンボーディングツールについては貴府より指⽰頂ける認
識で宜しいでしょうか。

前提条件の明確化のため。

ガバメントクラウド払い出しに必要となるため、受注後
速やかに⽤意いただきたいと考えます。ツールにつきま
しては、デジタル庁の指⽰となりますので、内閣府（防
災担当）がその内容をお伝えします。詳細はデジタル庁
へお問い合わせください。

25 13

6 本業務の実施概要
6.1 本業務の実施内容
(4)クラウド環境構築・オン
プレミス機器設定

「ミドルウェアやソフトウェアのライセンスやネットワークの調達は本業務の調達範囲であ
る」とされておりますが、以下の条件を付記していただけますでしょうか。
「パッケージ製品等のソフトウェアライセンス、ミドルウェア等のソフトウェアライセンス、
ハードウェア等の第三者製品の提供が発⽣する場合には、再販（リセール）またはサービス提
供として受託者から提供することを想定しているが、適切な提供⽅法を提案すること。また、
パッケージ製品、ミドルウェア、ハードウェア製品等、第三者製品・サービス等を購⼊し使⽤
することになる場合、これら製品・サービス等の提供条件、保証等については、各製品事業者
の定めるものが内閣府に直接適⽤される。ただし、本業務の実施期間中に製品等の不具合等が
⽣じた場合は、受注者が問題解決のための窓⼝として、各製品事業者との調整を⾏うものとす
る。この条件、保証等については別途受注者が提⽰し、契約の⼀部を構成する。」

提供のための商流としては再販（リセール）やサービス
提供が考えられますが、サービスやソフトウェアによっ
ては契約条件や利⽤条件が合わないことも想定されるた
め個別に確認が必要となります。
また、応札事業者によっては本調達の請負事業者と第三
者製品等の間の責任分界についての仕様書上での記載が
必要と理解しております。

本要件については、技術等提案でご提案いただく内容と
なるため、技術等提案の幅を狭めないためにも、記載は
致しかねます。

26 14

6本業務の実施概要6.1本業
務の実施内容(4)クラウド環
境構築・オンプレミス機器
設定

クラウド環境やオンプレミス機器にインストールするセキュリティソフトについては、貴府指
定のものはありますでしょうか。本業務受注者で適切なセキュリティソフトを選択する想定で
しょうか。

貴府要求内容の明確化のため。
セキュリティソフトは原則内閣府（防災担当）が指定す
るものをインストールする想定ですが、場合によってご
助⾔をいただきたく思います。

27 14 6.1(6) 保守業務

本業務における「保守業務」は並⾏業務である「次期総合防災情報システム 機器調達・保守業
務」の機器納品予定期⽇（23年12⽉28⽇）から24年3⽉31⽇までの期間の対応を指しています
でしょうか。
また、その場合、（６）項のタイトルを「機器等に関する保守業務」へ⾒直し可能かご検討お
願い致します。

次期総合防災情報システム 機器調達・保守業務による機
器納⼊時期等が本仕様書上では明確化されていないた
め、確認させて頂きたいと存じます。

期間についてはご認識の通りですが、本業務で機器に対
する保守役務は発⽣しない認識です。

28 14 6.1(6) 保守業務

下記の下線部は「本業務」の誤記と推察しますので、ご確認お願い致します。

また、障害発⽣時の 1 次切り分けを⾏い、機器故障が原因と判明した場合は、「次期総合防災
情報システム 機器調達・保守業務」の受注者から納品された保守業者に連絡し、対応を依頼す
る

並⾏業務の「次期総合防災情報システム等 機器調達・保
守業務」の調達仕様書P6には下記の記載があり、どちら
が正か確認させて頂きたく存じます。
「障害発⽣時の 1 次切り分けは、「次期総合防災情報シ
ステム 詳細設計・構築業務」、「次期地震被害早期評価
システム詳細設計・構築等業務」が⾏うが、機器故障ま
たは OS が原因と判明した場合は、当業者より連絡があ
る」

本業務の受注者が「次期総合防災情報システム等 機器調
達・保守業務」の受注者を通して、保守業者へ連絡する
体制となります。仕様書の表現を修正します。



29 15 6.1 (7)設置⼯事

「次期総合防災情報システム 機器調達・保守業務にて納⼊された機器を内閣府（防災担当）の
指定する箇所に設置をし、設計通りの構成となっていることを確認し、正常に稼働することを
確認する。」との記載がありますが、次期総合防災情報システム 機器調達・保守業務受注者側
はキッティング作業で設定が完了した機器等を内閣府（防災担当）の指定する施設の受⼊場に
「軒先渡し」することで「納品」と⾒なし、荷下ろしから機材の設置及び配線は全て本業務の
範囲内にて実施する理解で相違無いでしょうか。

次期総合防災情報システム等 機器調達・保守業務側の
「納品」作業と本業務の作業範囲に抜け漏れが無いよう
確認するため。

ご認識の通りですが、受渡の詳細については、「次期総
合防災情報システム等 機器調達・保守業務」の受注者と
協議となる認識です。

30 15
6.1(8)テストおよび並⾏運⽤
準備

下記は「SIP4D」の誤記と思われるため念のためご確認お願い致します。
「現 SIP-4D との連接を接続テスト、データ連携テストを含め実施し…」 貴府要求内容の明確化のため。 ご指摘の通り修正いたします。

31 15
6本業務の実施概要6.1本業
務の実施内容(8)テストおよ
び並⾏運⽤準備

「現総合防災情報システムからアーカイブデータを引き継ぐ。」と記述ありますが、現総合防
災情報システムからアーカイブデータを抽出する作業は本業務に含まれない想定で宜しいで
しょうか。

貴府要求内容の明確化のため。 ご認識の通りです。

32 15 (8)テストおよび並⾏運⽤準備
総合テストの範囲については協議のうえ決定するものとの記載がありますが、全体の開発規模
や開発標準期間をご提⽰させて頂いた上で来年度にシステム全体の総合テストを実施すること
でよろしいでしょうか。

⾒積⼯数に影響があるため。

本業務で構築を完了しないことを必ずしも想定しません
ので、総合テストを今年度実施しないことはありません
が、今年度の情勢によっては来年度に再度総合テストが
必要となることは⼗分想定されます。

33 15
6.1(9)(ア) 受⼊テスト⼿順
書作業

下記は「受⼊テスト」の誤記と思われるため念のためご確認お願い致します。
「受⼊テスト実施者が⾏う具体的な⼿順および結果を記⼊するためのうけいれテスト⼿順書を
作成すること。」

ご指摘の通り修正いたします。

34 15 6.1(９)受⼊テスト⽀援

受⼊テストについて、(ウ) 受⼊テスト環境構築
「可能な限り本番環境と同等の受⼊テスト実施環境を構築すること。」
との記載がございますがオンプレミスのサーバーは本番環境を利⽤することは可能でしょう
か。

制約条件有無の明確化のため。 ご認識の通りです。

35 16
6.(１２) プロジェクト管理
業務

令和５年度に内閣府（防災担当）が実施している下記２案件と、プロジェクト進捗状況や災害
対応基本共有情報に関連する課題については定期的に情報交換を実施すること、との記述がご
ざいますが、特に「災害対応基本共有情報」に関して、本業務と並⾏業務で実施する検討範囲
の違いについて、ご想定があれば明確化頂きたくお願い致します。
「令和５年度 防災分野のプラットフォーム検討業務」（仮称）プロジェクトや「令和５年度
「防災 IOT」データの利活⽤に向けたインターフェースの検討」（仮称）

左記の事業については公⽰前との認識ですが、本業務と
の検討範囲の細部棲み分けを明確化し⾒積精度を向上す
るために確認させて頂きたいと存じます。

本業務の履⾏期間内で災害対応基本共有情報の仕様が確
定するものでもありませんし、両業務において検討範囲
のすみわけをするような性質のものでもありません。

36 18
6.5 成果物
(1)納⼊成果物⼀覧

納⼊成果物の取扱いとして、以下を付記いただけますでしょうか。
「納⼊成果物⼀覧に⽰す各納⼊成果物及びスケジュールについては現時点の想定であるが、こ
れらを参考に、各納⼊成果物の納⼊スケジュールを提案すること。なお、検収及び⽀払につい
ては、これらの納⼊成果物ごとに実施するものとする。」

契約⾦額が⼤きい案件の場合、納品成果物ベースでの分
割検収・⽀払でないと、応札事業者が限定されてしまう
可能性があります。また、発注者視点から⾒ても、納⼊
成果物単位での検収とすることにより品質を⼩刻みに確
認し成果物を確定させ、品質強化を図ることができると
考えます。
したがって、事業者の提案に応じて納⼊が可能となる形
が望ましいと考えます。

検収は契約期間終了後にのみ⾏います。

37 18 6.5(１)納⼊成果物⼀覧

下記表２のタイトルは「 次期総合防災情報システム 詳細設計・構築業務納⼊成果物⼀覧」の
誤記と思われますので、ご確認お願い致します。

表２ 次期総合防災情報システムの要件定義・基本設計・詳細設計業務納⼊成果物⼀覧

ご指摘の通り修正いたします。

38 18 6.5 成果物

次期総合防災情報システム中⻑期運⽤・保守作業計画書
次期総合防災情報システム運⽤計画書
次期総合防災情報システム保守作業計画書

上記のとおりございますが、関連する業務については別調達につき、本調達の範囲においては
「要件定義書」或いは、各種計画書「案」の提出とするのが適切と考えます。ご検討のほど宜
しくお願い致します。

P18のとおりR6年度の「次期総合防災情報システム 保
守・運⽤業務」は⼀般競争⼊札の認識であり、参⼊⾨⼾
を広げるため。

本業務で納品される各種計画書は、案ではない認識で
す。ただし、ご指摘の通り、後続の「次期総合防災情報
システム保守・運⽤業務」については、⼀般競争である
ため、必ずしも本計画書通りに実施しなければならない
縛りを設ける予定はありません。

39 19 6.5(１)納⼊成果物⼀覧
（ア）表２ 10「開発規約」について、令和５年８⽉３１⽇が納⼊期限との記述がございます
が、「受注後１カ⽉以内」などに⾒直し可能か、ご検討お願い致します。

やむを得ず受注時期が現在の想定より遅れた場合に、納
⼊期限が⾮常にタイトになることが懸念されるため。

開発規約の制定に1か⽉の時間を要するとは考えにくく、
仮に受注時期が遅れても、ご対応いただけるものと考え
ます。



40 19 6.5(１)ア 納⼊成果物⼀覧
表２ 10「開発規約」の備考欄にて 「特に3.1(4)ⅲに留意すること。」との記述がございます
が、関連項⽬が⽋落しているとお⾒受けしますので、ご確認お願い致します。
（4(4)ⅲの誤記かと推察致します）

ご指摘の通り修正いたします。

41 20
表３ プロジェクト管理業務
納⼊成果物⼀覧

表３ プロジェクト管理業務納⼊成果物⼀覧３「各種管理資料」にて「故障処理票、故障管理⼀
覧表等」という記述がございますが、構築業務のフェーズではなく、保守業務のフェーズにて
作成するドキュメントかと思われますので、ご確認お願い致します。

本調達の⾒積範囲の明確化のため。 ご認識の通りです。項⽬から削除いたします。

42 20
6.5 成果物
(２)納⼊⽅法

以下の通り修⽂いただきたくご検討いただけますと幸いです。
「納品等にかかり GitHub の Team プランの利⽤を
想定しているため、その費⽤も本業務の範囲とすること」
→「納品等にかかり GitHubを
想定しているため、その費⽤も本業務の範囲とすること」

最適なライセンス構成でのご提案余地を残すためプラン
のご指定を削除していただきたいです。

ご指摘の通り修正いたします。

43 22 7. 業務実施の体制及び⽅法

下記のとおり記述がありますが、「⼀部機能」は6.(5)次期総合防災情報システムの構築に記載
の「データ処理層」との理解でよろしいでしょうか。もし、他にも想定される内容があれば確
認させて頂きたくお願い致します。
⼀部機能を内閣府（防災担当）および防災科研もプログラム開発を⾏うため、技術⽀援および
調整は緊密に⾏うこと

貴府要求範囲の明確化のため。 ご認識の通りです。

44 24 7.4 打合せ協議

下記下線部のとおり⾒直しをご検討お願い致します。

なお、提出されたソースコードの内容について本打合わせで聞くことがあるので、開発責任者
の出席に加え、内容について熟知している者も原則として同席すること。

ソースコードの内容についての貴府からの質問有無は
ケースバイケースと想定されますので、会議出席⼈数は
真に必要な要員に限定すべく左記のとおり⾒直しをご検
討お願い致します。

ソースコードの確認は内閣府（防災担当）との認識のず
れを早期に発⾒することを⽬的とします。現状では、ほ
ぼ毎回確認させていただくことを想定します。

45 26
8 特記事項
8.10 満たすべき要件に関す
る事項

以下を追記いただけますでしょうか。
「本調達の実施にあたっては、本仕様書に記載されている全ての要件を満たすこと。なお、当
該要件は、現時点で求める内容・要件を⽰したものであり、クラウドサービス等の技術的進展
の速さを踏まえると、設計・開発過程においては、最新の技術動向に即して実施することが、
本調達の⽬的に合致する場合が想定されるため、本調達の⽬的や効果が達成できる場合は代替
案の提案も可とする。この場合、請負者は、その⾒直しが本調達の⽬的等に資すると判断する
理由、必要性と影響度などについて、⼊札時及び業務実施中に代替案としての提案を⾏うこ
と。また、要件を代替するだけでなく、本調達の⽬的や効果の達成に寄与するより良い⽅策が
考えられる場合には提案すること。」

要件の内容は現時点の想定であり、提案者からより良い
提案を引き出すためには、最新技術の提案等を妨げない
ように調達の⽬的や効果が達成できる限りにおいて代替
する提案を求めることや、⽬的や効果の達成に寄与する
付加的な⽅策の提案を求めることが有効と考えます。こ
の主旨に沿った提案が可能となる要件を付記しておくこ
とが効果的と考えます。

構築途中でのアークテクチャの変更はリスクが⼤きいた
め、詳細設計終了後のアーキテクチャの⾒直しは⾏いま
せん。

46 27
8 特記事項
8.1 実績・資格等
(4)

「以下に⽰す資格を有するものをガバメントクラウドの払い出しの際にデジタル庁が要求する
期間配置すること。」との記載がございますが、採⽤するガバメントクラウドは本業務内で決
定するものと理解しているので、提案時点でこれらの全ての資格保有者を確保する必要はな
く、受託者及び採⽤するガバメントクラウドが確定した後に必要な資格を保有する技術者を本
業務にアサインするという提案で問題ないでしょうか。

決まっていないクラウドの有資格者を提案時に確保する
のは、意味がないため。

技術等提案の時点で具体的に提⽰する必要はありません
が、いずれかの資格保有者を配置する必要があるため、
それを確認できるような形での記載を想定します。

47 27
8 特記事項
8.1 実績・資格等
(4)

「以下に⽰す資格を有 するものをガバメントクラウドの払い出しの際にデジタル庁が要求する
期間配置すること。」の記載があるが、期間の明記がないこと、資格レベルが最⾼位のもので
あるため、期間の明記と必要資格レベルを再考願います。

期間が不明確なことで、⼊札予定事業者側の想定費⽤の
増⼤が懸念されます。また、各社ガバメントクラウド認
定ベンダ間で資格保有者数等の差があると思われ、クラ
ウド環境選定の選択肢が狭められ不公平感（実質的なク
ラウド環境を選定する上でのロックイン）が⽣まれてい
ると思います。

デジタル庁の指⽰となりますので、記載の変更は致しか
ねます。詳細についてはデジタル庁へお問い合わせくだ
さい。

48 29 8.4 実施要件(1)
本業務と「次期地震被害早期評価システム詳細設計・構築等業務」について、調達を⼀本化す
ることについてご検討頂きたくお願い致します。

本業務は「次期地震被害早期評価システム詳細設計・構
築等業務」と密に関連する事業であり、テスト計画策定
の他、今後の保守作業計画を策定するうえでも、調達を
⼀本化できたほうが効率化できると想定されるため。

本業務と「地震被害早期評価システム詳細設計・構築等
業務」は別調達といたします。

49 29 8.4 実施要件

「地震DISが本システムの⾮常に重要な連携システム」とありますが、本システムで実現する
機能だけでなく、地震DISの機能仕様を⼗分に理解したうえで、本業務受託者が主体となって
連携・協⼒する必要があると考えております。そのため、本業務では地震DISとの連携に関わ
る各種の調整（地震DIS機能仕様に準拠した双⽅向の連携インタフェース調整、責任分界点、
現⾏地震DISからのデータ移⾏対象・移⾏データ形式に関わる調整、試験計画・試験対応に関
わる調整等）も含まれ、調整に関わる費⽤を含めると考えて良いでしょうか。

スケジュール、⼯数に影響があるため。

現⾏地震DISからのデータ移⾏対象・移⾏データ形式に
関わる調整については、現⾏保守業者の対応となります
が、そのほか次期地震DISにかかる各種調整・試験は本
業務の範囲となります。



50 29 8.4 実施要件
別調達となる「次期地震被害早期評価システム詳細設計・構築等業務」は年度内に総合テスト
まで実施することから、次期地震被害早期評価システム（次期地震DIS）と次期総合防災情報
システムとの連携テストは今年度中に実施する認識でよろしいでしょうか。

⾒積⼯数に影響があるため。 ご認識の通りです。

51 30 8.5.1 基本事項
下記は「作業の実施においては」の誤記と思われますので、ご確認お願い致します。

「作業に実施においては、現⾏の総合防災情報システムの保守」
ご指摘の通り修正いたします。

52 30 8.5.3 設置作業

「原則として、次期システムの各機器は、「次期総合防災情報システム等 機器調達・保守業
務」受注者より納⼊される新規ラックに設置することを想定する」との記載がございますが、
4/27付で官報公⽰された「次期総合防災情報システム等 機器調達・保守業務」の調達仕様書に
は、「新規ラック」は調達機器リストに含まれていないように⾒受けられます。「次期総合防
災情報システム等 機器調達・保守業務」の仕様書修正をご検討お願い致します。

本業務における必要機器の明確化のため。
仕様書の修正は致しかねますが、必要であれば機器調
達・保守業務の範囲で調達することとなるため、変更契
約等で対応いたします。

53 30 8.5.3 設置作業

下記の通り記述がございますが、事前の現地調査結果、現⾏システムの既設ラックに機材を設
置させて頂くことも可能でしょうか。
原則として、次期システムの各機器は、「次期総合防災情報システム等 機器調達・保守業務」
受注者より納⼊される新規ラックに設置することを想定する。以下に留意すること。

R６年度までは現⾏システムとの並⾏運⽤期間となるた
め、現⾏システムの機材も残ると理解しています。
R６年度中の現⾏システムの撤去作業等を鑑みると、並
⾏運⽤期間中は既設ラックを活⽤したほうが⼯事費を低
減出来る可能性があるため、確認させて頂きたく存じま
す。

現⾏システムの配線や運⽤、ラックの重量制限等に抵触
しない限りにおいて可能です。

54 32 8.6 動作確認作業
下記の下線部は「都度」の誤記と思われますので、ご確認お願い致します。

「各設置場所での動作確認結果を踏まえ、その地度修正したうえで再提出し」
ご指摘の通り修正いたします。

55 35 8.9受注者の責務(14)
「受注者は、原則2週間ごと内閣府（防災担当）等と打合せ」との記載がありますが、P.23〜
24の7.4打合せ協議では事業中間時（原則、1週間ごと）との記載があります。
前者と後者の打合せ内容の違いについて確認させて頂きたく、お願いします。

本調達の⾒積範囲の明確化のため。 原則1週間となります。記載を修正いたします。

56 37 10.1審査⽅法

下記のとおり記述がありますが別紙１は「個⼈情報取扱特記事項」と⾒受けられますので、ご
確認お願い致します。

本業務の受注を希望する者は、「8.1 実績・資格等」に⽰す要件を満⾜する体制を確保できる
ことを証明できる書類（技術等提案書（別紙１））を提出期限までに提出すること。

ご指摘の通り修正いたします。

57 38 12.1供給条件

「現⾏システムに搭載されている内閣府（防災担当）が著作権を有するソフトウェア等を貸与
する。」と記述されておりますが、現⾏の総合防災情報システムに搭載されているソフトウェ
アという認識で宜しいでしょうか。また貸与可能なソフトウェアの現⾏システムにおける役割
等、概要をご教⽰頂くことは可能でしょうか。

貴府と応札業者間の認識齟齬を排除するため。

内閣府（防災担当）に著作権のあるもので、現実的に貸
与が可能であるものとなります。貸与可能なソフトウェ
アの役割や概要については、現⾏システムの設計書等を
ご参照ください。

58 38 13 閲覧資料・貸与資料
貸与資料に「デジタル庁作成の「ガバメントクラウド利⽤マニュアル群」」を加えていただけ
るようにお願いします。

（３）詳細設計書の作成⽅針で基本⽅針として記載され
ているので、具体的に内容を確認する必要があるため。

ご指摘の通り修正いたします。


